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富山県・「休廃業・解散」動向調査（２０２５年） 
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２０２５年に富山県で休業・廃業、解散した企業は５６２件となった。年間で最多だった前年 0（５

７６件）から２．４％減少し、3 年ぶりに前年を下回ったものの、過去１０年では２０１７年、2024

年に次いで３番目に多い水準となった。 

休廃業した企業のうち、直近損益が「黒字」の企業は５５．２％と前年より１４．２ポイント上昇した

ほか、「資産超過型」の割合は 67.9％となり、２年連続して前年を上回った。年代別の割合をみ

てみると、休廃業・解散時の経営者の平均年齢は７１．０歳となり、前年に比べ０．９歳低下した。 

 

株式会社帝国データバンク富山支店は、2025 年に発生した企業の休廃業・解散動向について調査・分析を行った。  

■ 帝国データバンクが調査・保有する企業データベースのほか、各種法人データベースを基に集計  

■ 「休廃業・解散企業」とは、倒産（法的整理）を除き、特段の手続きを取らずに企業活動が停止した状態を確認（休廃業）、もしくは

商業登記等で解散（但し「みなし解散」を除く）を確認した企業の総称  

■ 調査時点での休廃業・解散状態を確認したもので、将来的な企業活動の再開を否定するものではない。また、休廃業・解散後に

法的整理へ移行した場合は、倒産件数として再集計する場合もある  

[注] Ｘ年の休廃業・解散率＝X 年の休廃業・解散件数/（X-1）年 12 月時点企業数  
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富山県・「休廃業・解散」動向調査（２０２５年） 

県内企業の休廃業・解散、3 年ぶり減少 

 2025 年に富山県において休業・廃業、解散を行った企業（個人事業主を含む、以下「休廃業」）は 

５６２件となった。年間で最多だった前年（５７６件）から２．４％減少し、３年ぶりに前年を下回ったものの、

過去 10 年では２０１７年、2024 年に次いで３番目に多い水準となった。 

 ２０２５年に休廃業となった企業のうち、保有資産の総額が債務を上回る状態で休廃業した件数＝「資

産超過型」の割合は６７．９％となり、２年連続して前年を上回った。また、休廃業する直前期の決算で当

期純損益が「黒字」だった割合は５５．２％と前年（４１．０％）から 14.2pt 上昇した。 

２０２５年の休廃業・解散動向は総じて、足元の物価高や人手不足、賃上げなどのコスト上昇を受け、経

営者の高齢化や後継者不在を背景に、「余力があるうち」に廃業を選択した結果が特徴として表れている

といえる。 

企業の休廃業・解散件数  推移  

  

富山県 休廃業・解散件数　推移 富山県 「資産超過型」「黒字」休廃業・解散割合

[注]　黒字・赤字の判定は休廃業・解散直前の当期純損益（最新データ）に基づく
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中小零細事業者の「静かな退場」増加傾向 

 資本金が判明した休廃業・解散企業（個人事業主を含む）をみると、２０２５年は資本金「100-1000 万

円未満」が最も多く４１．６％を占め、前年（３７．１％）を４．５pt 上回った。資本金「100 万円未満」（６．

６％）も年々上昇傾向が続き、2025 年は資本金 1000 万円未満の企業と個人事業主による休廃業・解

散が７割を占めるなど、小規模・零細規模の企業を中心に多く発生した 1 年となった。 

資本金規模別  

  

休廃業・解散時の最多年齢層は７８歳 

 休廃業・解散時の経営者年齢は、２０２５年平均で 71.０歳となり、前年（７１．９歳）に比べ０．９歳低下した。  

 年代別にみてみると、「８０代以上」が占める割合が２３．５％と前年（２０．６％）を上回った一方、「５０代以

下」が占める割合も１５．０％と前年（１０．３％）を上回り、休廃業・解散を決断する経営者の二極化が進んだ

ことが要因として挙げられる。なお、休廃業・解散時の最多年齢層は７８歳と前年（７６歳）から２歳低下した。 

代表者年代別の休廃業・解散動向（ 2024-25 年）  

 

 

 

 

 

 

 

富山県 資本金規模別割合　推移

2024年 2025年 ２4年比

個人事業主 29.39% 20.67% △ 8.72

資本金100万円未満 5.48% 6.69% +1.21

資本金100～1000万円未満 37.18% 41.64% +4.46

資本金1000～5000万円未満 25.65% 30.09% +4.44

資本金5000万円～1億円未満 2.31% 0.91% △ 1.40

1億円以上 0.00% 0.00% ±0.00

資
本
金
規
模
別
別

富山県 年代別割合　推移

2024年 2025年 ２4年比

休廃業・解散時　代表者平均年齢 71.91歳 71.07歳 △ 0.84歳

休廃業・解散時　最多年齢層
（ピーク年齢）

76 78 +2歳

30代未満 0.00% 0.00% ±0.00

30代 0.32% 1.50% +1.18

40代 4.52% 5.00% +0.48

50代 5.48% 8.50% +3.02

60代 23.23% 19.00% △ 4.23

70代 45.81% 42.50% △ 3.31

80代以上 20.65% 23.50% +2.85

年
代
別
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件数最多は「建設業」、次いで「サービス業」 

 業種別にみると、「建設業」が９１件と前年から１１．６％減少した一方、「サービス業」が９０件と前年から９．

７％増加した。「サービス業」が増加した要因として、「人手不足でサービスが提供できない」「始めやすくや

めやすい」「人件費割合が高く、経費負担が重い」などの要因が考えられる。 

業種別の休廃業・解散動向  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まとめ 

 ２０２５年の全国休廃業・解散動向は３年ぶりに前年から減少したものの、年間では過去１０年で２番目に

多い高水準で推移した。年間で１万件を超えた企業倒産を合わせると、年間８万社に迫る企業が市場から

退出した計算となる。 

富山県においても、３年ぶりに休廃業・解散件数が減少した一方で、２０２５年の富山県企業倒産件数は 

９６件と前年（６７件）から大幅増となり、２０１３年以来の高水準となった。「資産超過」の有無が休廃業と倒

産の分かれ道になっているとも言え、引き続き物価高、人手不足、賃上げ、金利上昇、高齢化、後継者不在

など、経営を取り巻く環境は一層厳しさを増していることから、休廃業・解散件数は増加傾向で推移する可

能性を否定できない。 

富山県 業種別　推移

2024年 2025年
２4年比

(前年同期比）

社数合計 576 562 △ 2.43%

建設業 103 91 △ 11.65%

製造業 49 42 △ 14.29%

卸売業 43 37 △ 13.95%

小売業 51 52 +1.96%

運輸・通信業 10 10 ±0.00%

サービス業 82 90 +9.76%

不動産業 21 20 △ 4.76%

その他の産業 217 220 +1.38%

[注]　「その他の産業」は、集計時点で業種が判然としない企業を含む

業
種
別


